
  
 

 団体の概要（ＮＧＯ/ＮＰＯ用） 
 

団体名 特定非営利活動法人 地球の未来 
  

所在地 

〒509-7123 

   岐阜県恵那市三郷町野井 133-32 

TEL:0573－28－2968   FAX:0573－28－2859  

Ｅ-mail: komamiya@enat.org 
ホームページ http://fearth.web.infoseek.co.jp/ 

設立年月 2002年 12月  ＊認証年月日（法人団体のみ）2002年 12月 19日 

代表者 駒宮博男 担当者 駒宮博男 

スタッフ ４名 （内 専従  ２名） 
組 織 

個人会員 １６名 法人会員 ３名 その他会員（賛助会員等） ４０名 

設立の経緯 

岐阜県庁内自主研究グループを母体として出来た ML（G’s-café）から出来た
NPO。当初県職員が中心だった ML に、民間人、大学関係者等が参加し、その

中から共通の強いミッション（持続可能社会構築のための研究と実践）を持

った数人で NPO 法人化を決断。 

設立から足掛け 5年目だが、順調にミッションを実現している。 

団体の目的 

持続可能社会構築のための研究と実践。 
単に研究するだけではなく、かと言って、実践だけではない、理論と実践を

パラレルにすすめ、理論・実践が相互発展することを目指している。 
尚、初年度は、基本的理論の構築と啓発。2年目から実践に移った。 

団体の活動 
プロフィール 

これまで行ってきた主な事業は以下のとおりである。 
・ 持続可能社会構築の理論確立（自主事業、名古屋大学大学院環境学研究科

等と） 
・ 耕作放棄地解消モデル事業（美濃市、岐阜県と協働） 
・ ごはん食普及推進活動（農水省補助） 
・ 『ぎふ発、地域からのカクメイ』（持続可能社会構築のための地方自治に

関する政策提言）出版（岐阜県庁、秋田県庁、3県合同事業（岐阜、三重
、福井）、名古屋大学大学院環境学研究科、名城大学大学院経営学研究科

、その他多数の研修テキストとして採用された） 
・ 環境学習関連モデル事業（揖斐川町、環境省、岐阜大学等と協働） 
・ ぎふ地球環境大学（岐阜県と協働） 
・ ぎふ地球温暖化対策指導員養成セミナー（岐阜県と協働、県内エネルギー

管理指定工場第 1種エネルギー管理者対象） 
・ エマルジョン燃料製造プラントの開発・普及（自主事業、既に県内大手豆

腐製造業で採用。24時間稼動中。） 
・ 食品循環資源利活用推進事業（めいきん生協、愛知県、農水省と協働） 
・ マイクロ水力発電研究開発事業（名古屋大学大学院環境学研究科、地域

NPO、地域プラント製造業者との協働） 
・ 地元企業の GHG（温室効果ガス）算定、リターナブル商品の LCA分析 
（本年度エコプロダクツ大賞国土交通大臣賞の日本通運『えころじこんぽ

』LCA分析協力を含む） 
活動事業費（平成17年度）8,300,000円 



  
 

 提 言  

政策のテーマ チーム 50-50結成とレシート等への CO2排出量表示運動に関する提言 

 
■政策の分野 

・地球温暖化防止 

・ 

■政策の手段 ②制度設備及び改正

① 政策の目的 

■2050年に CO2排出量 50％削減（最終的には、2090年に 82％削減し、CO2濃度を 450ppmで
安定させる）を目指すチームを結成し、長期展望を明示する。 
■市民生活における CO2排出量を、手っ取り早く意識させ、CO2排出削減、ひいては地球温暖化
防止へと市民活動を活発化させる社会的インフラを構築する。 
■2006年改正された温対法、省エネ法に簡便に対処できる社会的インフラを構築、提供する。 
② 背景および現状の問題点 

■大気中の CO2濃度の長期展望に関する社会的合意形成が為されていない。 
■2005年 2月１6日の京都議定書発効以来、CO2排出削減は社会全体の使命となっているが、一
般市民レベルまで波及しているとは言いがたい。ここ数年の国内 CO2排出は、民生部門、運輸・
旅客部門で増加しており、その中でも家庭でのエネルギー消費増加が著しい。 
 しかしながら、生活の場面場面で CO2排出量を認識している市民は殆どいない。 
■2006 年改正された温対法、省エネ法は、法への対応が困難な中小企業にまでその対象事業場が
大幅に増加している。中小企業においては専門スタッフの確保が難しく、CO2 排出量算定は困難
である。この為法の遵守が疎かになる傾向がある。 
■2006年1月、環境相が英国環境担当大臣と会談し、2050年50％削減に関する共同研究を提案

③ 政策の概要 

まず、気候変動を終結させるための長期目標を明示し、その目標に対する社会的合意形成を目指

す。そして、この目標達成のための組織『チーム 50-50』（2050年に CO2排出量 50％削減を目指
す研究開発・啓発組織）を結成する。こうした長期展望を明らかにした後行動する手法は、いわゆ

るバックキャスティングであり、『チーム―6％』のような非科学的且つ、すぐれて政治的な目標と
は異なる。子や孫のことを真剣に思う市民主導の行動原理である。 
このチームの当面の活動は、特定のロゴマーク（公募）を創作し、出来る限り多くの商品、また

はレシート等にロゴマークとともに CO2排出量表示を推進することである。これにより、日常生
活の場面場面で、消費者が CO2排出量を意識することが可能となる。また、参加企業が長期的目
標として 2050年に CO2排出量を 50％削減する活動に賛同しているアピールに繋がる。 
特にエネルギー関連企業の CO2排出量表示は社会的に極めて重要であり、当該企業に対する強
いインセンティブとして、公共調達の入札条件として CO2排出量表示を採用するよう行政に働き
かける。尚こうした施策は県単位、あるいは市町村単位で行い、CO2 排出削減の地域間競争の土
台を作る。また、エネルギー関連企業の CO2排出量表示は、改正温対法・省エネ法対象事業場で
の GHG算定作業に大きく寄与することは言うまでもない。 

CO2 排出量表示は、肥満解消に例えて言えば、体重計の普及と食品カロリー表示と同様の社会
的インフラである。現状の数値的把握は、目標達成の第一歩である。 
なお、ロゴマーク使用料として一定額（0.5円/レシート以下を想定）を企業より徴収し、ファン
ド化する。このファンドは、地域の新エネルギー、省エネルギー等の普及・啓発、2050 年 CO2
排出量 50％削減という目標の普及・啓発、学生対象の新エネ・省エネアイデアコンクール副賞等
として使用する。 

④ 政策の実施方法と全体の仕組み（必要に応じてフローチャートを用いてください） 

団体名：特定非営利活動法人 地球の未来 

 
担当者名：駒宮 博男 



  
 

以下のように 3段階のフェーズにわけて実施する。 
■第 1フェーズ ： エネルギー関連企業での展開 
 電気事業者、コジェネ事業者、ガス供給事業者、ガソリンスタンド等、エネルギー関連事業者を

対象に、事業を展開する。 
 具体的には、例えば、 
①電気事業者が家庭、事業場に毎月発行しているレシート（請求・領収書）に、その月の使用電

気量（Kwｈ）とともに、その電気量を CO2 で換算した数値（Kg）を表示する。②ガソリンス
タンドでの領収書に CO2換算量を表示する（コスモ石油の『コスモ・ザ・カード』等の利用者
には、月毎の領収書に CO2換算量を表示）。 
■第２フェーズ ： 運輸・輸送・旅客関連企業での展開 
 公共交通機関、運輸・輸送業等を対象に事業展開。 
 例えば、名古屋→東京の新幹線の切符に、『車では○○Kg、飛行機では○○Kg、新幹線では○
○Kg』というように、他の交通機関との比較をビジュアル的に表示。 
■第３フェーズ ： その他、可能性のある商品、サービスでの展開 
 例えばレジ袋に CO2 排出量を印刷することにより、レジ袋廃止がどれほど CO2 排出削減につ
ながるかが認識できる。また、容器包装リサイクル法と連動し、全ての容器包装等に CO2排出量
表示をすることも考えられる。 
 その他、応用はいくらでも出来るが、一般市民が日常的に CO2排出量を認識しやすい商品・サ
ービス（レジ袋等）、その他使い捨て商品などを抽出し、一つ一つ事業化していく。 
■第４フェーズ ： 出来る限り多くの商品、サービスに CO2表示奨励へ 
 例えば、スーパー等のレジ情報に、商品ごとの CO2排出量をデータとして入れておき、レシー
トに購入した商品全ての CO2排出量が記載されるシステムを開発する。 
 また、商品そのものに、CO2排出量を記載することを国、県等が奨励する。 

⑤ 政策の実施主体（提携・協力主体があればお書きください） 

全フェーズにわたり、事務局は NPO法人地球の未来内『チーム 50-50』が担当するが、各フェ
ーズでの参加主体の拡大は以下のとおりである。 
第１フェーズ ： エネルギー関連事業者、県、市町村 
第２フェーズ ： 運輸、輸送、旅客事業者 
第３フェーズ ： CO2排出量表示の社会的影響力が強いと考えられる事業者 
第４フェーズ ： スーパー等量販店 
         レジ、ポスシステム等ソフト開発事業者 
また、第2フェーズからは参加事業者が表示するCO2排出量の精度を検証するための組織（GHG
算定検証人等の組織）を設置し、参加事業者が表示した CO2排出量を、改正温対法、省エネ法に
おける CO2排出量算定にそのまま使えるよう、ギャランティーを与えることが出来る形態をとる
（名古屋環境取引所＝NCTEX等を想定）。 
さらに、ファンドに集まった『アイデア料』を運用するための助成金審査委員会、学生対象の省

エネ・新エネアイデア募集を審査する委員会設置等を行うため、学識経験者との連携を確保する。 
 
尚、産業界への参加要請等に関しては、既に組織されている『中部エネルギー・温暖化対策推進

会議』（中部地域の大手企業が参加）等で、当提言を推進するよう働きかける。 
以上、各フェーズに関わりなく当提言の活動を推進する組織等（予定）をまとめると以下のよう

になる。 
■事務局         ： NPO法人地球の未来内『チーム 50-50』 
■企業へのインセンティブ ： 県、市町村（公共調達の入札要件等） 
■CO2排出量算定（第 1フェーズは不要、第 2フェーズから）：NCTEX 
■助成、アイデア審査： 名古屋大学大学院環境学研究科等大学関係者、その他学識経験者等 
■企業への働きかけ ： 各地域の支援センター（ぎふ NPOセンター、地域の未来志援センタ
ー、市民フォーラム 21NPO センター、その他を予定）、中部エネルギー・温暖化対策推進会議、
各県の地球温暖化防止活動推進センター、その他業界団体 
 
 
 
⑥ 政策の実施により期待される効果（具体的にお書きください） 



  
 

当提言が実行されると様々な効果が期待されるが、まとめると以下のようになる。 
■社会全体に、気候変動（温暖化）を食い止めるための大目標（最終的には、2090年に 82％削減）
『2050年に 50％削減』を意識させる。 
■市民への CO2 排出量の啓発。特に、日常生活における場面場面での CO2 排出量を知ることに
より、CO2排出削減への強いインセンティブが形成される。 
■改正温対法、省エネ法への対応が極めて簡便になる。第 1 フェーズが完了すれば、とりあえず
GHG中エネルギー由来の CO2はほぼ網羅される。 
■特に第 1フェーズでのエネルギー関連事業者が当提言に参加することは、当該企業にとって最大
の CSRとなろう。中小事業者の上記改正温対法、省エネ法の遵守を簡便にし、尚且つ一般市民へ
の啓発が可能な当提言は、エネルギー関連事業者が行う CSRとして、極めて意義深いものである。 
■広く薄く資金を調達するため、参加企業の負担は小さいが、幅広い参加企業が期待できる。そし

てこのファンドを利用して新エネ・省エネへの助成を行うことにより、当提言の本来の目的が加速

度的に達成される、プラスの資金循環を形成する。 
■さらに、次項『その他・特記事項』で記すように、当提言は学生の提案であり、その発案精

神を次の学生に引き継ぐ意味で、学生に対する新エネ・省エネ等のアイデア募集並びに、優秀

者への奨学金制度は、学生の社会貢献、企業への大きなインセンティブとなる。 

⑦ その他・特記事項 

●提言の発端 
 「最近では、殆どのファミレスで、メニューに Cal が表示されている。CO2 排出削減を社
会化するためには、あらゆる商品に、CO2 排出量を表示しては・・・」という提案が、学生
より出された（名城大学大学院経営学研究科で、駒宮が受け持つ『NPO 企業研究』の授業に
て）。そこで、単位論文のテーマを『CO2排出量表示計画に関する研究』とし、院生ごとに企
業を選ばせ、CO2排出量を如何に表示するか論文を書かせた。 
 ５名の院生が選んだ企業は、以下の通りだが、若者らしい斬新なアイデアが盛り込まれてい

た。 
・ 中部電力（レシート空白部に CO2排出量記載） 
・ JR東海（空路、自動車等との比較をビジュアルに表現、その他広範な企画） 
・ 中日新聞（かなり苦労して、印刷所から自宅までの運搬を計算） 
・ タワーレコード（プラスティックケースの廃止に伴う CO2排出削減等、広範な企画） 
・ ヤマト運輸（幹線経路、地域路線の分離による計算方法の工夫） 
 

 また、本提言作成に当たっては、EPO中部主催の『環境政策提言づくりサポート事業』（3

回実施）等で、学識経験者、環境省中部環境事務所等行政関係者、環境NPO、企業関係者等、

多くの方々のアドバイスを頂いて作成したものである。ワークショップ等では、提言の骨子に

ついては大いに賛同いただいたが、『法律化するのが適当ではないか』、『企業に対するイン

センティブを明確に』、『今回の提言は社会的インフラ構築が主だが、こうしたインフラを用

いたCO2削減に対するアイデアを公募したらどうか』など、様々な建設的ご意見を頂いた。 

 本提言実行に当たっても、こうした様々なセクターの方々の意見を集合し、よりより政策へ

と進化させながら行っていきたい。 

 


